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ＩＡＳＢ会議報告（第５１回会議） 

ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）の第５１回会議が、２００５年１１月１５日から１８日

までの４日間にわたりロンドンのＩＡＳＢ本部で開催された。今回の会議では、①企業結

合（円卓会議の結果報告）、②業績報告、③連結及びＳＰＥ、④米国会計基準との短期統

合化（借入費用の資産化、セグメント及び１株当たり利益）、⑤中小規模企業（ＳＭＥ）

の会計基準、⑥国際財務報告基準解釈指針委員会（ＩＦＲＩＣ）の活動状況（国際会計基

準（ＩＡＳ）第２９号（ハイパーインフレーション）とＩＡＳ第３４号（中間財務諸表））

及び⑦テクニカル・コレクション案についての検討が行われた。このほか教育セッション

では、米国財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）が進めている公正価値測定プロジェクトにつ

いてのＦＡＳＢスタッフによる説明及び保険プロジェクトに関連して再保険の実態につい

ての専門家による説明が行われた。ＩＡＳＢ会議には理事１３名が参加した（ブルンズ氏

が欠席）。本稿ではこれらの議論のうち、⑥を除く議論の概要を紹介する。 

 

 

１．企業結合 

今回は、１０月と１１月に米国及び英国で開催された円卓会議の状況についてスタッフか

ら報告が行われた。米国では３０名、英国では３０名の参加があり、いろいろな論点につ

いて議論が行われた。その概要は次の通りである。なお、公開草案に対するコメントは、

１０月末に締め切られ、約２５０通を受領したが、分析は終了していない。 

・ 企業結合の測定日に関しては、支配獲得日と合意日のそれぞれを支持する意見が交

錯していた。 
・ 企業結合に関連する費用を原価算入するのではなく、発生時の費用としていること

に対しては、多くの参加者が反対であった。 
・ 企業結合時に偶発債務を公正価値で当初測定することについては、多くの支持があ

ったが、当初測定以後の測定においても公正価値で測定することには反対が多かっ

た。ＩＡＳ第３７号の改訂公開草案では、引当金の認識規準にある蓋然性認識規準

（probability recognition criterion）を廃止し、公正価値で認識するという提案（特
に、契約が存在しない訴訟の場合にまで、偶発債務を公正価値で認識する点）に対

する反対が多かった。 
・ リストラ引当金は、企業結合時に認識せず、企業結合後に結合企業が認識するとい

う処理については、米国における円卓会議では反対が多かった。しかし、ロンドン

の円卓会議では、議論がされなかった（支持されたと理解される）。 
・ 段階取得において、支配獲得時に過去の投資に対して公正価値で再測定を行い、損

益を認識するという提案については、反対が多かった。 

oshio
禁複写
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・ 全部のれん説の採用については、アナリストを除き、反対が多かった。特に、取得

企業が支払う対価には、取得企業の固有の期待とシナジー効果が含まれており、ま

た、これが被取得企業全体の公正価値や識別可能資産及び負債の決定に際して、購

入者に特有な要素の混入をもたらすことになる（公正価値として妥当ではない）と

の指摘があった。 
・ 親会社説に基づいて会計処理を考えるべきであるとの意見（段階取得における支配

獲得後の取引を自己株式の取得と見る考え方に反対する意見）がかなりあった。 
・ 非支配持分（少数株主持分）が負債ではないことに反対する意見は少なかったが、

非支配持分は、純粋な持分ではなく、そのことが、企業単一体説を採用することに

は繋がらないという意見が多かった。むしろ、非支配持分を資本の部に示すのは、

表示だけの問題であり、会計処理は、親会社説に基づいて行なうべきである（支配

持分と非支配持分との間の取引は、自己株式の取引とみるべきではない）という見

解が多かった。 
 
 
２．業績報告 

２００５年１０月会議において、スタッフから、主として欧州の作成者から１計算書方式

の包括利益計算書の導入に対する反対が強いことから、２計算書方式（包括利益計算書を

２つに分割し、第一の計算書は、現在の損益計算書と同様最終尻を当期純利益とし、第二

の計算書にその他の包括利益の変動を記載し、その末尾で包括利益を表示する方式）を選

択肢として導入することが提案され、議論が行われた。しかし、１０月会議では、結論を

出すまでに至らなかったため、今回改めてこの問題が議論された。 

議論の結果、多くのボードメンバーは、１計算書方式を支持するものの、作成者からの強

い要望を受け、２計算書方式を選択肢として追加することに暫定的に合意した。この決定

を受け、ＦＡＳＢに対して、今後のＦＡＳＢの対応について検討を依頼することとされた。 

 

 

３．連結及びＳＰＥ 

今回は、連結範囲の決定に当たり、企業が行使した判断の開示をどのようにすべきかにつ

いて議論が行なわれた。すなわち、ある企業が他の企業を支配しているかどうかの決定に

当たって、判断が行使された場合、どのような判断が行われたかについて開示を求めるた

めの「開示原則」の開発に関する議論が行われた。 

現在、本プロジェクトでは、支配力基準に基づく連結モデルを開発している。そこでは、

ある企業が他の企業を支配していると判定できるための特徴を明確にしようとしているが、

しかし、例えば、ある数値基準のようなものを導入して、それを超えるかどうかで支配の
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有無を判定するような「明確な規準」を示すことは考えられていない。そのため、このモ

デルの下では、支配しているかどうかの判定のために判断を行なう必要があり、同一状況

下であっても企業の判断によっては異なる結論が導き出される可能性がある（特に、議決

権の過半数といった法的な根拠がある状況ではない事実上の支配（de facto control）の

判定の場合）。 

スタッフからは、判断を行使して支配の有無を判定する場合には、２つの種類の開示が必

要であるとの提案がなされた。１つは、投資家が連結の範囲を決めるために行なった決定

の妥当性を判断するのに役立つ情報の開示であり、もう１つは、当該決定のインパクトを

評価するための情報の開示である。また、これらの情報開示は、支配があると判定して、

連結範囲に含めた場合の判断のみならず、判定の結果、連結範囲から除外した場合の判断

についても開示することが考えられている。さらに、このような開示は、連結範囲に入れ

るべきかどうかの判定を行なった年度だけでなく、それ以降の年度においても毎期開示す

べきであるとされている。 

議論の結果、スタッフ提案について大筋で合意が成立したが、しかし、支配モデルの内容

が検討中である現時点で開示に関して暫定的な決定を行なうことは時期尚早であるとされ

た。 

 

 

４．米国会計基準との短期統合化 

今回は、①借入費用の資産化、②セグメント開示基準の名称の変更及び③１株当たり利益

の計算の３つについて議論が行われた。 

 

(1)借入費用 

２００５年１０月会議では、ＩＡＳ第２３号が認めている適格資産に係る借入費用を発生

時に費用処理するという会計処理を削除し、適格資産に係る借入費用はすべて資産化する

ことを求めることが暫定的に合意された。それと同時に、ＩＡＳ第２３号と米国財務会計

基準書（ＳＦＡＳ）第３４号（金利費用の資産化）との会計処理の統合化を図るためにそ

れぞれの基準に手を加えることが必要とされるその他の項目にどのようなものがあるかに

ついて、更に検討することがスタッフに指示されていた。今回これを受けて、次のような

項目が統合化の必要な項目としてスタッフから示された。これらについて議論を行なった

結果、ＳＦＡＳ第３４号の改訂が必要とされた事項については、ＦＡＳＢに対して、ＳＦ

ＡＳ第３４号の改訂を打診することとされた。 
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 ＩＡＳ第２３号 ＳＦＡＳ第３４号 スタッフの提言 

資産化対費用化 ２つの選択肢 資産化 ＩＡＳ第２３号を改

訂して資産化のみと

する 

為替差額 含まれる 含まれない 更に検討 

付随費用の償却 含まれる 明確に含まれてい

ない 

更に検討 

借 入 費

用 の 定

義（借入

費 用 に

含 ま れ

る項目） 

公正価値ヘッジ

からの損益 

含まれない 含まれる 更に検討 

期間が「相当長

い」こと 

含まれる 含まれない ＩＡＳ第２３号を改

訂 

独立したプロジ

ェクトとして製

造されているこ

と 

要求されない 要求される ＳＦＡＳ第３４号を

改訂 

持分法投資 含まれない 含まれる ＳＦＡＳ第３４号を

改訂 

適 格 資

産 の 定

義 

利益獲得活動に

使用される資産 

要求されない 要求される ＳＦＡＳ第３４号を

改訂 

稼得された収益

との相殺 

ある場合には許

容される 

限定された場合の

み許容される 

相殺を禁止するよう

に両基準を改訂 

測定 

資産化レートの

決定 

柔軟 柔軟 同一の用語を用いる

ように両基準を改訂 

資 産 化

の開始 

特定の借入 例外有り 例外有り 例外を削除するよう

に両基準を改訂 

資 産 化

の 一 時

停止 

一時的な遅延 建設過程の必須

な一部分である

必要がある 

建設過程の必須な

一部分である必要

はない 

ＳＦＡＳ第３４号を

改訂 

会計方針 要求される 要求されない ＩＡＳ第２３号を改

訂（資産化のみが許

容される会計方針と

なるため開示は不

要） 

開示 

用いた資産化レ

ート 

要求される 要求されない ＳＦＡＳ第３４号を

改訂 

 

 

(2)セグメント 

ＩＡＳ第１４号（セグメント情報）を廃止し、新たにＳＦＡＳ第１３１号（企業のセグ

メント及び関連情報に関する開示）で採用されているマネジメント・アプローチに基づ

くセグメント情報の開示基準を作る作業が続いている。今回は、公開草案ドラフトに対
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してボードメンバーから寄せられた２つのコメントについての議論が行われた。 

第１点目の論点は、公開草案のタイトルであり、従来「セグメント」としてきたものを

「オペレーティング・セグメント（Operating Segment）」と変更するかどうかであり、

そのように変更することが合意された。これに伴い、改訂公開草案本文中の表現もすべ

て「オペレーティング・セグメント」と改訂されることとなった。 

第２点目の論点は、基準本文の冒頭にある「目的」を「核となる原則」に変更するかど

うかである。本基準の核となる原則を冒頭に示すこととし、これにふさわしい表題とす

る必要があることから変更することが合意された。 

 

 

(3)１株当たり利益 

１株当たり利益情報に関するＩＡＳ第３３号（１株当たり利益）の規定に合わせてＳＦＡ

Ｓ第１２８号（１株当たり利益）を改訂する作業がＦＡＳＢにおいて進んでおり、ＦＡＳ

Ｂは、ＳＦＡＳ第１２８号の改訂のための公開草案を２００５年９月末に公表した。しか

し、その中で、ＦＡＳＢは、オプションやワラントがある場合における希薄化後１株当た

り利益の計算に用いられる「金庫株方式（treasury stock method）」に関してＩＡＳ第３

３号とは異なる方法を採用することを決め、それを公開草案の中で提案している。今回の

会議では、このＦＡＳＢの新提案の内容が議論された。なお、ＩＡＳ第３３号では、金庫

株方式という用語は用いられていないが、オプションやワラントがある場合における希薄

化後１株当たり利益の計算に用いられる方式は同じである。 

論点は次の通りである。すなわち、ＦＡＳＢの公開草案では、オプションやワラントの行

使によって受領される金額（assumed proceeds）の定義が変更され、権利行使や決済によ

って消滅する負債簿価を「受領される金額」に含めることが提案されている。例えば、従

業員にオプションとして当期中に 1,000株を企業が付与しており（行使価格 CU100）、オプ

ションは、従業員の選択により現金又は株式で決済される場合、ＩＦＲＳ第２号（株式報

酬制度）の下では、負債は、オプションの負債要素の公正価値として認識される。期首の

負債の公正価値をCU11,000、期末の公正価値をCU12,000であるとし、さらに、当該株式の

当期中の平均市場価格が CU110であったとする。このような場合、現行基準及び新たな提

案では、次のように計算が行われる。 

 

【現行基準】 

・ オプションの発行による受取対価：CU100X1,000=CU100,000 

・ 平均市場価格で発行される株式：909株（=CU100,000÷110） 

・ 対価を受取らずに発行された株式（希薄化効果あり）：91株（= 1,000－909） 

・ このほか、費用として認識されている負債の増加額CU1,000（= CU12,000－CU11,000）
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は、希薄化計算の際に分子に加算される。 

 

【新提案】 

・ オプションの発行による受取対価： CU112,000 （=CU100X1,000+ CU12,000） 

・ オプションの権利行使により、負債として認識されていた金額（= CU12,000）は資本

に振り替えられるため、これを受取対価に含める。 

・ 平均市場価格で発行される株式：1,018株（=CU112,000÷110） 

・ この結果、オプションの権利行使によって希薄化効果は生じないため、当該オプショ

ンは希薄化後1株当たり利益の計算には影響しない。 

・ また、オプションを希薄化計算に含めないため、費用として認識されている負債の増

加額 CU1,000（= CU12,000－CU11,000）を希薄化計算の際に分子に加算するような調

整は行わない。 

 

議論の結果、ＩＡＳＢもＦＡＳＢと同様な改訂を行なうことを暫定的に決定した。 

なお、この取扱いを転換金融商品（convertible instruments）にも拡張するかどうかが議

論された。転換金融商品は、資本となる部分及び負債となる部分から構成され、ＩＦＲＳ

の下では、資本部分は資本として区分表示されることとなっている（米国会計基準では両

者とも負債として表示）。そのため、転換金融商品の転換によって、負債部分が消滅し資本

が増えることとなる。この処理は、オプションやワラントの権利行使の場合と変わらない

ため、ＩＡＳＢは、転換金融商品に対しても「金庫株方式」の適用を拡張することが暫定

的に合意された。ただし、この拡張を転換社債（convertible debt）のみに限定するか、

転換金融商品全般に拡大するかについては、更に検討することとされた。また、ＦＡＳＢ

は、転換金融商品に対しては、「金庫株方式」の適用を拡張しないこととしているが、この

決定をＦＡＳＢが再検討することが期待されている。 

 

 

５．ＳＭＥの会計基準 

これまで、ＳＭＥワーキンググループや認識及び測定における簡素化のアンケート、さら

に２００５年１０月における円卓会議において、認識及び測定の関する規定の簡素化に対

する意見を聴取してきたが、今回、これらを受けて、簡素化を検討すべき項目及び簡素化

案がスタッフから提示され、議論が行われた。今回議論された項目及び暫定的な合意は次

のとおりである。今回すべての項目についての議論が終了しなかったので、引き続き来月

も同様な議論が行われる予定である。 
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IFRS 検討項目 対     応 

IAS2 棚卸資産の原価測定 特に簡素化の必要はない。 

IAS11, 

IAS18 

工事進行基準の工事

契約及びサービス収

益への適用 

特に簡素化の必要はない。 

IAS2 繰延税金資産の認識 ＳＭＥ財務諸表の利用者は短期的な支払能力の評価に興味

があるため、支払税金のみを捉える方法と開示を組み合わ

せるなどの簡素化が必要との指摘あり。簡素化案の検討を

行う。 

IAS17 リース すべてのリースをオペレーティング・リースとする簡素化

は考えないが、次の方法の可能性を検討する。 

a. すべてのリースをファイナンス・リースとして扱うが、

測定の簡素化を図る。 

b. オペレーティング及びファイナンス・リースの区分を用

いるが、測定の簡素化を図る。 

IAS19 給付建年金及びその

他の退職後給付負債 

給付建年金に対して掛金建年金の会計処理を適用するよう

な簡素化は行わないが、次のような簡素化を検討する。 

a. 数理計算の頻度の簡素化 

b. 数理計算上の差異の認識の簡素化 

IAS27 子会社の連結 連結財務諸表作成を免除するような簡素化は行わない。 

IAS28, 

IAS31 

関連会社及びジョイ

ント・ベンチャーに

対する持分法の適用

等 

関連会社に対する投資には、持分法又は公正価値測定（公

正価値の変動は損益計算書で認識）を適用する。ジョイン

ト・ベンチャーに対しては、ＩＡＳ第３１号が認める方法

（持分法又は比例連結）を適用する。 

IAS36 のれんと無形資産の

減損 

のれんや耐用年数を決められない無形資産に対して減価償

却を認めるような簡素化は行わない。減損の兆候がある時

点で減損計算を行う方法を検討する。また、毎期末の減損

計算は求めない。 

IAS36 その他の減損 上記以外のすべての非金融資産の減損については、次のよ

うな減損の兆候がある場合に減損を認識する方法を検討す

る。 

a. 資産は、回収可能額以上の金額を簿価としてはならない

という原則を維持する。 

b. 減損の兆候を用いて、減損の認識の簡素化を図る。 

c. 使用価値（value-in-use）を用いる計算を求めずに公正

価値で測定する。 

 

 

６．テクニカル・コレクション  
現在のＩＡＳＢのデュー・プロセスでは、ＩＡＳＢがＩＦＲＳを改訂しようとする場合、

独立した大きなプロジェクトとして検討するか、それとも、ＩＦＲＳのある項目に限定し

た比較的小さなプロジェクトとして検討するか以外に方法がなく、このため、ＩＦＲＳの

規定の文言の一部がＩＡＳＢの意図を適切に反映しないことが判明した場合に、その部分
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だけを改訂することが適切にできなくなっている。これを解決するため、通常のＩＦＲＳ

の新設・改訂のための手続とは異なる改訂プロセスを導入して、ＩＦＲＳの誤謬等（これ

を総称して「テクニカル・コレクション」と呼ぶ）を改訂できるようにすることが検討さ

れてきた。 

今回の会議では、①テクニカル・コレクションに該当するかどうかを判断することが困難

な場合がある点及び②現行のＩＡＳＢのＩＦＲＳ設定のための手続の中に緊急の改訂の場

合には、通常９０日の公開期間を短縮して３０日の公開期間による基準の改訂が行える規

定がある点を踏まえて、テクニカル・コレクションという概念の導入及びそれに対する新

たなプロセスを設ける必要があるかどうかが議論された。議論の結果、現行のＩＡＳＢの

ＩＦＲＳ設定のための手続を活用することで、ＩＦＲＳの誤謬等の改訂を行えることから、

テクニカル・コレクションという概念の導入及びそれに対する新たなプロセスを設けるこ

とは断念された。 

 

 

 

以 上 
（国際会計基準審議会理事 山田辰己） 


